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大子町庁舎総合管理業務に係る公募型プロポーザル実施要領 

 

 

１ 業務の目的 

本業務は、大子町役場本庁舎及び附帯設備、公用車等駐車場（以下「庁舎」という。）

の保全管理及び事務所機能、町民等の使用等に対応する総合管理業務を行うものであり、

管理業務を総合的に委託することにより、民間のノウハウを活用し、管理業務の質の向

上を図ることを目的としている。 

本業務を民間事業者の優れたノウハウを活かしたものとするため、また、庁舎を適切

かつ良好に維持管理する能力及び技術力を有する事業者を選定するため、公募型プロポ

ーザルを実施する。  

 

２ 業務の概要  

(1) 業務名称 大子町庁舎総合管理業務 

(2) 業務内容 「庁舎の総合管理」とし、概要は次のとおり 

ア 総括管理業務 

 イ 保守・維持管理業務 

ウ 清掃業務 

エ 巡回・機械警備業務 

 オ 環境衛生管理業務 

 カ 植栽管理業務 

 キ 電話交換業務 

   別紙「大子町庁舎総合管理業務仕様書」のとおり 

(3) 履行期間 令和７年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

       契約締結予定 令和７年３月 

(4) 限 度 額 令和７年度  ７０，４００，０００円 

       令和８年度  ７０，４００，０００円 

       令和９年度  ７０，４００，０００円 

       合   計 ２１１，２００，０００円 

（消費税額及び地方消費税額を含む。） 

※各年度ごとの限度額を超える提案をした者は失格とする。 

※支払方法については、受託者決定後に協議するものとする。 

 

３ 参加資格要件  

 本プロポーザルに参加できる者は、次に掲げる要件を全て満たしている者とする。 

(1) 大子町物品調達等入札参加資格審査要領（平成１７年大子町告示第５６号）に規定

する有資格者であり、令和５年度・６年度の本町入札参加資格者名簿（物品役務）に

登載されていること。なお、令和７年度・８年度の入札参加資格審査申請書を提出す

ること。 

(2) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者
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でないこと。 

(3) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされ

ていないこと 

(4) 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされ

ていないこと  

(5) 自社の社員及び役員等が、大子町暴力団排除条例（平成２４年大子町条例第１号）

に規定する暴力団又は暴力団員ではないこと。また、暴力団の威力の利用や暴力団に

利益を供与する等の当該条例に違反する行為がないこと。 

(6) 参加表明書の提出から当該案件の契約の相手方の選定までの間、本町から入札参 

加停止又は入札参加保留の措置を受けていないこと。 

(7) その他法令の規定による指名停止を受けている期間中ではないこと。 

(8) 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第４０号。以下「ビ

ル管理法」いう。）第１２条の２第１項第１号から第７号までに規定する事業の全て又

は第８号に規定する事業の登録を受けている者であること。 

(9) 過去５年以内に、ビル管理法に規定する建築物環境衛生管理技術者の選任が必要な

建築物の管理業務を受託した実績があること。 

(10) 茨城県内に本社（本店）を有すること。 

 

４ 公募スケジュール 

 本プロポーザルは、次の日程とする。 

(1) プロポーザル公募開始 令和６年１２月１１日 

(2) 質問受付期限     令和６年１２月１８日 

(3) 質問回答予定日    令和７年 １月 ８日 

(4) 参加表明書等提出期限 令和７年 １月１５日 

(5) 参加資格確認結果通知 令和７年 １月２２日 

(6) 企画提案書等提出期限 令和７年 ２月１２日 

(7) 選定結果通知     令和７年 ２月２８日 

(8) 契約締結       令和７年 ３月下旬 

 

５ 質問及び回答  

(1) 提出期限 令和６年１２月１８日 午後５時 厳守 

(2) 提 出 先 本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法 質問書（様式第８号）により、電子メール又はＦＡＸで行うこと。 

       ※提出後は、電話で受信確認の連絡をすること。 

※電子メールの標題は、「大子町庁舎総合管理業務」とすること。 

(4) 回 答 日 令和７年１月８日 

(5) 回答方法 全ての質問を取りまとめ、参加者全員に対して電子メールで回答する。

なお、質問した事業者名は公表しない。 

(6) そ の 他 電話による質問、期限を過ぎた質問、審査に関する質問及び回答に 

対する質問には回答しない。 
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図面等に不足がある場合は、希望者のみに配布する。その際は電子メ 

ールで連絡を行うこと。 

※電子メールの標題は、「大子町庁舎図面依頼」とすること。 

 

６ 参加表明書等の提出  

(1) 提出期限 令和７年１月１５日 午後５時 厳守 

※提出後の差替え及び参加者からの追加資料の提出は認めない。ただ 

し、不明確な記載がある場合等、本町が認めた場合は、この限りで 

ない。 

        ※提出書類は、製本せずにクリップ留めとすること。 

(2) 提 出 先 本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法 郵送し、又は持参すること。 

ア 郵送の場合は、「配達記録郵便」、「簡易書留郵便」又は「レターパック」とするこ

と。 

イ 持参の場合は、平日（土日、祝日を除く。）の午前９時から午後５時までの時間帯

に提出すること。 

(4) 提出書類 

 ア 参加表明書 （様式第１号） 

 イ 会社概要書 （様式第２号） 

 ウ 履行実績が確認できる資料 （任意様式）※契約関係書類等 

 エ 協力会社調書 （様式第３号）※協力会社がある場合に限る。 

 オ ビル管理法第１２条の２の登録証明書の写し 

 カ 誓約書 （様式第４号） 

 キ 本社及び営業所一覧 

(5) 提出部数 正本１部 副本１部 

  

７ 参加資格審査結果及び企画提案書等の提出 

参加表明書等受理後、６(4)の「提出書類」により参加資格の適否を確認し、その結果

を令和７年１月２２日に電子メールで通知するとともに、文書を発送（配達証明）する。 

また、参加資格要件を満たす参加者には、その際に企画提案書等の提出要請を合わせ

て行う。なお、参加資格要件を満たない参加者は、失格とする。 

 

８ 企画提案書等の提出 

(1) 提出期限 令和７年２月１２日 午後５時 厳守 

       ※提出後の差替え及び提案者からの追加資料の提出は認めない。 

※参加表明書等を提出した者であっても、提出期限までに企画提案書 

等を提出しなかった場合は、本プロポーザルへの参加を辞退したも 

のとする。 

       ※提出書類は、製本せずにクリップ留めとすること。 

※企画提案書等は、専門用語、略語等の使用は極力控えるなど、選定 
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委員会委員が理解しやすいように工夫すること。 

(2) 提 出 先 本実施要領１４の「担当課」と同じ 

(3) 提出方法 郵送し、又は持参すること。 

ア 郵送の場合は、「配達記録郵便」、「簡易書留郵便」又は「レターパック」とするこ

と。 

 イ 持参の場合は、平日（土日、祝日を除く。）の午前９時から午後５時までの時間帯

に提出すること。 

(4) 提出書類 

 ア 企画提案書提出書 （様式第５号） 

 イ 企画提案書 （任意様式） 

(ｱ) 参加企業の組織力・技術力・経営状況 

  (ｲ) 業務履行に関する基本的な考え方 

  (ｳ) 業務実施体制及び維持向上策 

(ｴ) 独自のＰＲポイント、ノウハウ等 

  (ｵ) 地元活用に関する提案 

 ウ 見積書 （様式第６号） 

エ 業務委託見積書 （任意様式） 

オ 業務実施体制届 （様式第７号） 

   ※企画提案書の内容は、９(2)「評価項目表」のとおりとする。 

(5) 提出部数 正本１部 副本６部 

(6) 留意事項 

 ア 企画提案書はＡ４規格を基本とし、４５枚以内（表紙、目次を除く。）とする。 

   図表等については、Ａ３規格でも可とする。 

 イ 企画提案書には、提案者が特定できる内容の記述は行わないこと。 

 ウ ８(4)エの業務委託見積書については、積算内訳（各業務別に人件費、諸経費等の

費用を明示したもの）が表示されたものとする。 

 エ 提出書類については、別途ＣＤ－Ｒを１部提出すること。 

 

９ 審査概要 

選定委員会において、次の審査方法により企画提案内容を審査し、最も本件業務に適

していると認められる事業者を選定する。 

(1) 審査方法 

ア 委員会において、提出された企画提案書等の内容について審査し、企画提案 

内容を総合的に評価する。 

イ 評価は評価項目別に点数化を行い、評価点数の合計点数の合計点が最高得点 

となった事業者を契約相手方候補者として選定する。 

(2) 評価項目  

審査における評価項目は、次表による。 
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 審査項目 評価の視点 配点 

企
画
提
案
の
評
価 

参加企業の組織力・技術

力・経営状況 

・本業務に関連する部門の組織・人員体制は充実

しているか。 

・安定的な経営状態であるか。 

・建築物環境衛生管理技術者の選任が必要な同

種建築物の十分な管理実績があるか。 

１０ 

業務履行に関する基本

的な考え方 

・業務に対する基本方針 

・庁舎における特色の把握と管理手法 

・業務開始を円滑に行うための準備期間の考え

方 

・職員研修や教育体制 

・緊急時対応、防災対策、省エネ設定 

２０ 

業務実施体制及び維持

向上策 

・全体業務実施体制 

 （本部・拠点からのバックアップ体制） 

・統括管理業務 

・保守・維持管理業務 

・清掃業務 

・巡回・機械警備業務 

・環境衛生管理業務 

・植栽管理業務 

・電話交換業務 

２０ 

独自のＰＲポイント、ノ

ウハウ等 

・業務への効果が期待できる独自のサービスや

ノウハウを活かした提案 

１０ 

地元活用に関する提案 ・地元企業の活用方法や町民雇用についての具

体的な提案 

２０ 

計 ８０ 

見積価格の評価 ２０ 

合計（選定委員１名当たり） １００ 

 

１０ 審査結果の通知等  

提出された企画提案書の内容を評価基準に基づき評価し、選定された者に対しては選

定された旨を書面（選定通知書）により、選定されなかった者に対しては選定されなか

った旨を書面（非選定通知）により通知するとともに、ホームページに掲載する。 

 なお、審査の過程及び点数については、公表しない。 

 

１１ 失格事項 

(1) この実施要領の定める手続以外の方法により、関係者に本プロポーザルに対する援

助を直接又は間接に求めた場合 

(2) 他の参加表明者が協力者（協力事務所）であった場合 
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(3) 提出書類等が本要領の提出方法に適合しない場合 

(4) 提出書類等が本要領に示された条件に適合しない場合 

(5) 提出書類等に虚偽の内容が記載されている場合 

(6) その他この実施要領に定める手続、方法等を遵守しない場合 

 

１２ 契  約 

被選定者は、企画提案書、見積価格を基本とし、本町と別途協議・調整の上、限度金

額の範囲内で本町の要望等を踏まえた見積書を改めて提出し、契約の手続を行うものと

する。その際、企画提案の内容を一部変更して契約する場合がある。 

     

１３ そ の 他 

 (1) 各種様式等については、本町のホームページからダウンロードすること。 

(2) 提出期限までに、参加表明書等を提出しない者は、本プロポーザルに参加できない 

ものとする。 

(3) 本プロポーザルを参加表明書等を提出後に、辞退する者は、参加辞退届（様式第９

号）を書面で速やかに提出すること。なお、辞退をした場合でも、これを理由に本町

の発注業務等に不利益な扱いを受けることはない。 

(4) 本プロポーザルに虚偽の記載をした場合は、指名停止措置を行うことがある。 

 (5) 提出された企画提案書等の書類は返却しない。 

 (6) 企画提案書等の作成・提出等に要する経費は、提案者が負担するものとする。 

 (7) 業務を一括して再委託をすることは禁止する。 

 

１４ 担 当 課 

   〒３１９－３５２１ 茨城県久慈郡大子町大字北田気６６２番地 

   大子町役場総務課 総務担当 

   電話番号  ０２９５－７２－１１１４ 

   Ｆ Ａ Ｘ  ０２９５－７２－１１６７ 

   電子メール soumu01@town.daigo.lg.jp 


